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４．今後の施策のあるべき方向性と具体的施策 

（１）施策の基本的方向性 

今後は、道路利用者と工事主体である道路管理者、占用企業者が

相互のコミュニケーションを充実させることで、道路利用者が主体

となって道路工事を評価・監視するとともに、道路工事により発生

する渋滞の度合いに応じてインセンティブ／チャージを課すること

により、工事実施主体自らが道路工事を縮減する“外部評価型”マ

ネジメントへと転換することが必要である。 

外部評価型マネジメントへの転換にあたっては、以下の５つの柱

に沿って具体的施策を進めるのが適切である。 

Ⅰ.協働の枠組みの構築 

Ⅱ.マネジメントの強化による道路工事の縮減と交通への影響の軽減 

Ⅲ.占用企業者への縮減インセンティブの付与 

Ⅳ.利用者への情報提供と監視強化 

Ⅴ.道路管理者自らの縮減強化 
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（２）具体的施策の提案 

Ⅰ．協働の枠組みの構築 

これまで道路工事の実施主体を中心に運営されてきた道路工事調

整協議会の合理性・透明性をより高めるとともに、この枠組みを活

用して道路工事マネジメントを全国展開する必要がある。 

①道路工事の連絡調整を行う協議会はこれまで道路工事の実施者を

中心に運営されていたが、今後は透明性・合理性をより高める観

点から、交通工学やプロジェクトマネジメントの専門家が参画す

る「道路工事マネジメント改善会議」として、機能強化を図るこ

とが必要である。これにより、道路工事に伴う交通渋滞の有効な

緩和策を専門家の意見を踏まえて講じるなど、道路工事改善のマ

ネジメント力の向上を図ることが可能になる。 

②「道路工事マネジメント改善会議」において、住民・利用者への

道路工事の実施計画に関する情報提供や意見聴取を行うとともに、

工事を客観的に評価する仕組みについても構築を進め、道路工事

に対するアカウンタビリティの向上を図るための取組みを行うべ

きである。また、沿道で大規模開発を行う者から引き込み工事を

登録してもらい、それを含めて工事調整を行うなど、沿道利用者

を含めてマネジメントを行うことも有効である。 

③「道路工事マネジメント改善会議」を全国展開することにより、

地方部においても道路工事の効率化への取組みを拡大することが

必要である。 
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東京都道路工事調整協議会の開催状況 
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Ⅱ．マネジメントの強化による道路工事の縮減と交通への影響の軽減 

道路工事の質を落とすことなく、道路工事の縮減及び道路工事によ

る交通への影響（渋滞や歩行者への影響など）の軽減を図るため、従

来の道路工事マネジメントに加えて、利用者が道路工事の縮減・改善

を実感できる新たなマネジメントや技術開発を推進する必要がある。 

①従来より行われている集中工事や共同施工を引き続き推進すると

ともに、道路の掘り返しを抜本的に抑制するのと同時に災害に強

いライフラインの整備においても重要である共同溝の整備に今後

も積極的に取り組むべきである。 

②道路工事の関係者間で年間の総工事実施時間を一定量以下に抑制

するような社会実験を実施し、縮減目標および縮減結果が明確に

なるような施策の実施が必要である。 

③面的集中工事とその後の掘削規制を一体的に実施する「掘り返し

対策重点エリア」の実施・拡大するとともに、当該エリアをロゴ

マーク等で周知することによって道路工事が確実に縮減され、か

つ利用者にもそのことが実感できる施策を実施すべきである。 

④海外に見られるような迅速な施工技術や交通容量を確保するため

の交通工学的技術を参考に、わが国においても交通への影響の軽

減に資する技術的工夫を出来る限り行うとともに、技術開発をよ

り一層推進すべきである。 

⑤道路使用・占用許可の弾力的運用を引き続き推進するなどソフト

施策の推進も不可欠である。社会的トータルコストを総合的に勘

案した上で昼夜間連続工事の実施を認めたり、渋滞を減少させる

ための信号制御の実施や迂回路表示の充実を図るべきである。 
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番号 地区名 路線名 区間 延長(km) 

国道１号 戸越三～松原橋 1.8 
中原街道 平塚橋～南千束 1.7 ① 品川区 

中延地区 
環七通り 松原橋～南千束 1.6 
国道１号 松原橋～千鳥 2.9 
国道１５号 大森海岸駅前～大森町駅前 2.0 
環七通り 松原橋～大森東 3.3 ② 

大田区 
南馬込・ 
池上・大森 
地区 池上通り 大森駅前～千鳥 3.4 

国道６号 浅草橋～蔵前一 0.8 
靖国通り 浅草橋～東神田 0.4 
蔵前橋通り 蔵前一～鳥越一 0.8 ③ 台東区 

浅草橋地区 
清洲橋通り 東神田～鳥越一 0.8 
国道１７号 須田町～湯島一 1.1 
蔵前橋通り 湯島一～外神田五 0.8 ④ 千代田区 

外神田地区 
中央通り 外神田五～万世橋 0.6 

H15より実施する東京 23区内の掘り返し対策重点エリア※ 

※エリア内の幹線道路（国道、都道府県道）を対象に、ある一定期間に面的に

集中工事を実施し、次年度以降の５年間、緊急工事以外の掘り返しを抑制する

施策。 

① 

② 

③ ④ 

東京２３区内でH15に実施する箇所 
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Ⅲ．占用企業者への縮減インセンティブの付与 

道路工事による渋滞コストを占用企業者が負担する仕組みを構築

するなど、占用企業者へのインセンティブ／チャージを導入するこ

とにより、占用企業者の主体的・積極的な工事縮減への取組みを、

道路工事の質を落とすことなく促進する必要がある。 

①英国のレーンレンタル制度を参考にしつつ、工事の規模や交通量

に応じて企業に対し、インセンティブ／チャージを付与するよう

な仕組みを構築することが重要である。 

②企業者別に工事渋滞の縮減貢献度を公表することで、工事実施の

効率化に積極的に取り組む企業とそうでない企業を明確化し、企

業のイメージアップ（ダウン）による縮減インセンティブを検討

することも必要である。そのため、従来の道路工事に伴う交通規

制日数調査に加え、道路工事に伴う渋滞の発生状況および縮減施

策による渋滞軽減度を評価できる指標を構築し、実状を調査する

ことが必要である。 

③「道路工事が利用者に迷惑を及ぼしている」という認識に立って、

占用企業者が道路管理者と連携を図りつつ、自らコスト負担し、

主体的に道路工事に関する広報・情報提供を行う仕組みを構築す

べきである。 
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Ⅳ．利用者への情報提供と監視強化 

道路利用者への工事情報の提供を充実させるとともに、道路利用

者が積極的に道路工事縮減への取組みや個別の道路工事に関与・参

画できる仕組みを構築する必要がある。 

①道路工事の情報をわかりやすく利用者に提供することで道路工事

による利用者への影響を軽減する必要がある。道路工事の情報提

供は従来から行われてきたが、現場からリアルタイムな実施状況

を収集し、区域内の主要な道路を網羅した面的な工事情報を既存

の VICS 情報と一体的に提供するなど、情報提供をさらに充実さ

せることで、利用者が工事箇所を迂回したり、通過する時間をず

らすことが可能となる。 

②また道路利用者が、道路工事の縮減施策や個別の道路工事に対し

て意見や要望を述べることができる仕組みを構築し、常に道路利

用者を意識することによって道路工事を改善していくべきである。

このための一つの方法として、ドライバーや歩行者などの道路利

用者からモニターを募集し、道路工事の改善施策についての意見

提出、個別の道路工事実施状況の監視を行っていただくとともに、

工事の評価を行う場を設置するなど、利用者の『目』に晒すこと

によって、道路工事を改善していくことが有効である。 

③さらに、工事実施主体名、工事理由、工事の終了時期等が一目で

わかるように工事看板および保安設置基準等を見直すことにより、

道路工事が何故行われているのか、いつ終わるのかを利用者に分

かりやすく周知し、道路工事に対する理解を促進することが必要

である。 
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リアルタイム路上工事情報提供システムのイメージ図 

 

企業者名と工事理由が一目でわかる工事看板（イメージ） 
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Ⅴ．道路管理者自らの縮減強化 

占用企業者に縮減を求めるだけでなく、道路管理者も、道路工事

の質を落とすことなく工事縮減のために一層努力する必要がある。 

①例えば、年末・年度末への補修工事の集中化を抑制するために、

補修工事に関わる予算を複数年度にわたって執行することが可能

となるような制度の導入等を検討することが必要である。 

②また、入札金額が最小の者が落札する通常の発注方式に換えて、

入札金額と渋滞コストの軽減度（工期短縮日数や渋滞軽減度など）

を同時に勘案し、落札者を選定する発注方式を採用することによ

って渋滞コストを内部化するなど、道路利用者のみが渋滞コスト

を負うことのない仕組みを構築し、導入を促進することが必要で

ある。 

③大規模な道路の補修工事については、将来必要となる工事を特定

することが可能であるので、道路管理者が率先して道路工事のイ

メージを改善し、工事期間・コストの縮減を図るため、あるエリ

アの補修工事を集中的に行い、以後数年間は大規模な補修工事を

一切行わない「補修工事集中実施エリア」の設定も有効である。 
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施策の柱と具体的施策 

 

新
た
な
取
組
み
へ
の
着
手

従
来
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取
組
み
の
強
化

Ⅰ．協働の枠組みの構築
道路工事を根本的に縮減、効率化するための従
来の関係者間の枠組みを強化する必要がありま
す。

Ⅱ．マネジメントの強化による道路工事の
縮減と交通への影響の軽減
これまで以上に道路工事のマネジメントを行い、工
事の縮減を一層推進する必要があります。

Ⅲ．占用企業者への縮減インセンティブの
付与
主体的・積極的に工事縮減に取り組む占用企業
者が得をするしくみをつくる必要があります。

Ⅳ．利用者への情報提供と監視強化
道路利用者への工事情報の提供の充実ととも
に、道路利用者が道路工事縮減への取組み等に
参画できる仕組みを作る必要があります。

Ⅴ．道路管理者自らの縮減強化
占用企業者に縮減を求めるだけでなく、道路管理
者も、工事縮減のために一層努力する必要があり
ます。

①工事渋滞軽減度に応じた
　インセンティブ／チャージの検討
②企業者別の工事渋滞の縮減
　貢献度の公表
③占用企業者による主体的な道路工事
　広報等の実施

①年度末の使い切り型予算制度
　の見直し
②渋滞コスト最小の者が受注
　できる落札方式の促進
③補修工事を計画的に集中して実施する
　エリアの設定

①リアルタイム路上工事情報
　提供システムの構築
②道路利用者の路上工事監視による
　工事実施方法の改善
③企業者名と工事理由が一目で
　わかる工事看板の設置

①道路工事の実施主体に交通工学の専門
　家を加えた「道路工事マネジメント改善
　会議」の設置
②「道路工事マネジメント改善会議」による
　住民・利用者への情報提供と意見聴取
　および沿道の大規模開発を含めた
　マネジメントの実施
③「道路工事マネジメント改善会議」の
　全国展開

②工事総時間を指標としたマネジメント
③掘り返し対策重点エリアの
　推進とエリアの明示
④技術的工夫および技術開発の推進
⑤交通容量確保のためのソフト施策

①集中工事、共同施工、共同溝整備の促進


